
藤沢市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

（実施状況報告） 

令和６年７月３０日 

 

 この実施状況報告は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号）第１９条第６項の規定に基づき、特定事業主行動計画に定めた女性職員の活躍の推

進に向けた数値目標に対する進捗状況を公表するものです。 

 

１ 市長部局、議会事務局、教育委員会、選挙管理委員会事務局、監査事務局、消防局

及び農業委員会事務局 

（１）目標 

  令和７年度当初までに、管理的地位にある職員（課長補佐以上の職員）に占める女性

割合を、令和２年度当初（２３．５％）より３．０％以上引き上げ、２６．５％以上に

する。 

 

（２）目標設定当時の値 

   令和２年４月１日時点 

    ２３．５％（７１４人中１６８人） 

 

（３）目標を達成するための取り組み内容 

① 女性職員を様々な職域へ積極的に配置する。 

令和６年４月１日時点において、１１６課中、次のとおり女性職員の配置を行った。 

主査等が配置されている課    ８６課 

（男性職員が配置されている課 １１２課） 

課長補佐等が配置されている課  ５５課 

（男性職員が配置されている課  ９９課） 

課長等が配置されている課    ２３課 

（男性職員が配置されている課  ９９課） 

② 公平・公正な職員配置を進める中で、女性職員の管理監督者への積極的な登用を図

る。 

令和６年４月１日時点において、主査等５８０人、課長補佐等１２７人、課長等４

０人の配置を行った。 



③ 市職員の女性管理職登用に向けたキャリアアップ支援の充実を図る。 

  令和５年度については，自由に研修動画を視聴できるWeb研修ツールを導入し、研

修受講の機会を整備した。 

・ツール名 「e-JINZAI for government」 

・対象者  全職員 

・関連する研修 ６タイトル 

 

（４）実績値 

  ① 令和６年４月１日時点 

    ２５．２％（７３５人中１８５人）令和５年度比＋０．３％（＋６人） 

 

２ 消防局 

（１）目標 

  令和７年度当初までに、消防職員全職員に対する女性職員の割合を、令和２年度当初 

（３．５％）より１．３％以上引き上げ、４．８％以上にする。 

 

（２）目標設定時の値 

   令和２年４月１日時点における消防職員全職員に対する女性職員の割合 

    ３．５％（１７人） 

 

（３）目標を達成するための取り組み内容 

① 女性職員が企画立案した女性限定就職説明会を開催し、女性の視点から消防の仕事

をＰＲする。 

  令和５年度は、かながわ消防防災フェアの女性職員ブースに、本市女性消防職員を

派遣し、女性職員目線で消防の魅力をPRした。 

② 仕事と子育てに励む女性職員の声の紹介などにより、女性が活躍できる職場である

ことをパンフレット、ホームページ等で広報する。 

  令和５年度は、地域広報誌などで、消防現場の育児事情をテーマに男女問わず働き

やすい職場環境についての座談会の様子を記事にして掲載した。 

 

（４）実績値 

① 令和６年４月１日時点 



   ４．０％（４７６人中１９人）令和５年度比－０．１％（±０人） 

 

３ 市長部局、議会事務局、教育委員会、選挙管理委員会事務局、監査事務局、消防局

及び農業委員会事務局 

（１）目標 

  令和７年度までに、男性職員の育児休業取得率を、令和元年度実績（１．９％）より

２８．１％以上引き上げ、３０．０％以上にする。 

 

（２）目標設定時の値 

   令和元年度実績 

    １．９％ 

 

（３）目標を達成するための取り組み内容 

① 育児休業制度の周知を図る。 

  男性職員の育児休業等の取得促進を図るため、育児に係る休暇制度や手続きの流れ

をまとめたリーフレットを作成し、男性職員を対象に周知を行っている。 

     また、配偶者の妊娠・出産を職場に報告する時期を機会と捉え、育児休業等の取得

意向確認の帳票を上司に提出するようにしたことで、取得促進や職場理解に向けたコ

ミュニケーションの円滑化を図っている。 

② 育児休業等の経験者による育休取得促進に向けた啓発を図る。 

  職員研修において、育児に係る休暇制度の説明や育児休業等を取得した職員による

経験談の共有を行うほか、育児休業取得時の収入シミュレーションを例示し、より実

感が高まるような内容としている。 

③ 育児休業等を取得する職員の代替要員を含めた体制確保を図る。 

  育児休業等の取得により業務に支障が生じないように、代替職員の配置を含めた業

務分担の見直しを行うことで、職員が育児休業等を取得しやすい環境を整えている。 

 

（４）実績値 

  ① 令和５年度実績 

    ３５．３％ 

 

 以  上 


